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令和 7年度 自治体向け事業承継支援研修【実施要綱】 
(主催：中小企業庁) 

 

中小企業庁主催の本研修は、事業承継支援に関する知識を学び、地域での支援施策を推進す

ることを目的とした自治体職員向けのプログラムです。 

今回は東京都内近郊に会場を移し、定員も大幅に拡大して開催します。 

先行自治体の事例紹介や、地域金融機関・商工団体との連携事例など多くのセクションを用

意しております。 

最終日には、参加者同士のグループディスカッションで、各地域に合った支援のあり方を考

えます。 

 

1. 日程・申込方法 

開催日 2026 年 1 月 29 日（木）〜1 月 30 日（金） 

会場 銀座ユニーク貸会議室 7 丁目店 会議室 N201 

東京都中央区銀座７丁目１３−１５  

アクセス:銀座駅から徒歩 5 分  

※駐車場のご用意はございません 

形式 オフライン（対面） 

目的 自治体職員を対象に事業承継支援に関する知識を習得し、地域での施策

推進につなげることを目的としています。 
事例紹介や支援機関との連携事例を通じて、具体的な支援方法を学ぶ機

会を提供するとともに、同じ課題を抱える行政同士がつながるネットワ

ークを形成し、継続的な協力体制を築きます。 

プログラム <1 月 29 日（木）1 日目> 

12:00     受付開始 

13:00〜18:10  研修 

18:30〜20:00 交流会 ※任意参加 
 

<1 月 30 日（金）2 日目> 

9:30      入室開始 

10:00〜15:10 研修 

15:10      終了 

15:30      完全退出 

受講対象者 100 名程度 

※定員に達しましたら、予告なく募集を終了させていただきます。 

参加費 無料  

※宿泊費、交通費は参加者ご負担となります 

交流会 会費 2,000 円（税込） 

※交流会は希望者のみの参加となります。 

※お支払いは現金のみとなります。領収書をお渡しします。 

申込方法 申し込みフォーム（外部リンク）から必要情報を記入 

 

https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/chukicho-zaimu/shoukei_kensyu
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2. プログラムタイトル 

1 月 29 日（木）1 日目 

時間 プログラムタイトル 

12:00 受付開始 

13:00〜13:10 オリエンテーション（挨拶・1 日の流れの説明） 

13:10〜13:50 グループワーク①（自己紹介・事前課題共有） 

13:50〜14:30 中小企業庁「事業承継・M&A の動向」 

14:30〜14:40 休憩 

14:40〜15:30 天草市×熊本県事業承継・引継ぎ支援センター 

15:30〜15:45 休憩 

15:45〜16:25 鳥取県の取組  

16:25〜16:40 休憩 

16:40〜17:00 日本政策金融公庫の取組 

17:00〜17:10 休憩 

17:10〜18:10 グループワーク②（1 日の振り返り・施策検討） 

18:30〜20:00 交流会 ※任意参加 

 

1 月 30 日（金）2 日目 

時間 プログラムタイトル / 概要 

9:30 入室開始 

10:00〜10:40 大分県別府市の取組 

10:40〜11:00 休憩 

11:00〜11:40 群馬県の後継者（アトツギ）育成支援について  

11:40〜13:00 お昼休憩 

13:00〜13:20 個別ワーク③（自地域の施策検討と整理） 

13:20〜15:00 グループワーク・発表④（施策検討・各班から発表） 

15:00〜15:10 エンディング 

15:10 終了 

15:30 完全退出 

※プログラム内容は変更する可能性ございます 
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3. 事前課題シートの対応 

本研修では、研修当日の議論を効果的に進めるため、事前課題シートへの記入をお

願いしております。自地域における事業承継の現状や課題をあらかじめ整理いただ

くことで、グループワークにおける意見交換を円滑にし、研修成果の向上につなげ

ることを目的としています。 

※記入済みの事前課題シートは、当日、写し（1部）をご持参ください。 

※事前課題シートの記入に要する時間は、30〜60分程度を想定しております。 

 

4. ワークショップの成果物 

研修当日は、講義や意見交換内容を基に、自地域における事業承継支援の方向性を

整理した成果物を作成します。グループワークおよび個別検討を通じて、課題の整

理と今後取り組むべき施策を明確化し、研修後にご所属する自治体内での共有や関

係機関との連携に活用できる内容を目指します。 

※当日使用するワークシートは事前に共有いたしますので、研修前に内容をご確認

のうえご参加ください。 

※ワークシートは、当日、写し（1部）をご持参ください。 

 

5. 登壇者のご紹介、登壇者氏名 

1月 29日（木）1日目 

< 14：40〜15：30 天草市×熊本県事業承継・引継ぎ支援センター > 

熊本県天草市役所経済部産業政策課  

有田 美紅氏 

天草市役所入庁 6 年目。産業政策課 2 年目。今年度より事業承継を含む天草市内事業者の支援を担当。

令和 3 年度に市内支援機関で構成する「あまくさ事業承継サポート会議」を熊本県下で初創設。定期的

な市内事業者へのアンケートで現状把握し、事業承継無料個別相談会や、事業承継に関する補助金、オ

ープンネームの推進、セミナーの開催など、事業承継に関する支援を展開。 

 

熊本県事業承継・引継ぎ支援センター 統括責任者補佐 

冨安 航生氏 

地元金融機関で 14 年間、金融面から中小企業支援に携わる。2019 年中小企業診断士資格を取得、2022

年より熊本県事業承継・引継ぎ支援センターで天草地区の第三者承継を担当。また、天草市のスタート

アップ窓口の相談員も担当し、創業から事業承継までステージに応じた支援を実施。 

 

熊本県事業承継・引継ぎ支援センター エリアコーディネーター    

山下 憲昭氏 

2019 年末まで 30 年間、商工会議所の経営指導員として中小企業者の経営・経理・税務・金融・労務の

相談に携わり、特に事業者に対する融資申請や各種補助金申請に伴う事業計画書・資金計画書の作成支

援なども行う。2021 年 4 月よりエリアコーディネーターとして天草地区の掘起しと親族内承継を担

当。 
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< 15：45〜16：25 鳥取県の取組 > 

鳥取県 商工労働部 企業支援課 課長補佐 

田中 拓也氏 

大学卒業後、鳥取県庁に入庁。企画部にて部内の予算編成等を担当後、商工労働行政に 15 年以上従

事。この間、企業誘致、新産業創出、ＤＸをはじめとする人材育成等の個別企業支援や地域未来投資促

進法等に基づく地域計画づくりを担当。2024 年から現職となり、事業承継、経営革新、賃上げ関連施

策を推進中。 

 

< 16：40〜17：00 日本政策金融公庫の取組 > 

日本政策金融公庫 国民生活事業本部 事業承継支援室 室長 

永沼 智佳氏 

入庫後、東京、大阪、仙台、横浜などの本支店勤務を経て、令和６年４月から現職。支店時代には、倒

産寸前の会社を急遽引継いで再生させた２代目社長を講師に招いて事業承継セミナーを開催。これをき

っかけに事業承継の準備の重要性を痛感し、現在は、経営者の事業承継に対する意識喚起を使命として

取り組んでいる。 

 

1月 30日（金）2日目 

< 10：00〜10：40 大分県別府市の取組 > 

別府市 観光・産業部 産業政策課 主査  

堺田 淳氏 

平成 17年 4 月に別府市役所に入庁し、21 年目。税務、福祉、競輪事業、大分県庁派遣を経て、現在に

至る。産業政策課は、令和 2年 1 月から所属しており起業創業支援、企業誘致などを担当し、令和 6 年

度から事業承継支援を担当。 
 

< 11：00〜11：40 群馬県の後継者（アトツギ）育成支援について > 

群馬県 産業経済部 地域企業支援課 パワーアップ推進係 主任 

長岡 子龍氏 

新潟県出身。2017 年 4 月～2020 年 3 月まで新潟県庁で勤務したのちに 2020 年４月に群馬県庁に入庁。

政策部門、児童福祉部門を経て現職の地域企業支援課に配属。現職では、中小企業のアトツギへの支援

をはじめとした事業承継支援のほか、適正な価格転嫁の促進、米国関税対策などの業務を担当してい

る。 

 

6. 本件のお問い合わせ先 

「自治体向け事業承継支援研修」運営事務局 

MAIL：staff@epigram.tokyo 

TEL： 03-4400-0273 
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